


















【抄録】 2021 年 3 月 11 日、東日本大震災の発生から 10 年の歳月を迎える。本稿は、東日本大震












　なお、本研究プロジェクトの約 10 年に及ぶ調査研究等の成果を、2020 年 12 月に、宮城　孝、
山本俊哉、神谷秀美・陸前高田地域再生支援研究プロジェクト編著『仮設住宅　その 10 年－陸前
1）





ビュー調査の結果などについて、その詳細を法政大学現代福祉学部紀要『現代福祉研究』第 12 号（2011 年度）か





陸前高田市においては、みなし仮設住宅の入居戸数 107 戸、301 人であり、建設型の約 5％となっている。
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　2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災から 10 年の歳月が経とうとしている。




















　陸前高田地域再生支援研究プロジェクトは、2011 年 5 月から陸前高田市において、被災住民自
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　本プロジェクトの調査研究活動も、約 10 年に及びこれまで随時開催してきた研究会も 70 回を超








　2012 年 3 月から 10 回に渡り掲載してきた本稿も、今回が最終報告となる。なお、本研究プロジェ



















審査を申請し、承認を得ている（2020 年 8 月 7 日法政大学大学院人間社会研究科研究倫理委員会
200101_2 号）。
　我々の調査によると、陸前高田市内の仮設住宅団地は、2019 年度には 14 ヶ所が存在していたが、
2019 年度末までに 13 ヶ所が解体・撤去されている。滝の里団地は、震災から 10 年目を迎える
2020 年度唯一残された団地となっていた。





2020 年 4 月にこの滝の里仮設住宅に転居してきて、行政から依頼され、区長として行政との連絡
役を引き受けている。






なっている。また、派遣職員などによる目的外使用が約 30 世帯とのことである。4 月から転居し
た世帯は 5 世帯とのことである。行政からは、2021 年 3 月末までに退去をしなければならないと
言われているが、文書が届くのみで特にアドバイス等はないと述べていた。




　A 氏は、この 9 年を振り返り、周りの知り合いは、高台や災害公営住宅に転居しており、自らが
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居住 10 年目を迎えた岩手県陸前高田市仮設住宅における被災者の暮らし（最終報告） 
これほど長く仮設で暮らすことになるとは思わなかったと述べていた。
　A 氏へのインタビューから、陸前高田市において仮設住宅に居住する被災世帯は、確実に震災発
生から 10 年となる 2021 年 3 月まで存在することが確認されたのである。しかもそのほとんどが、
仮設住宅から仮設住宅に転居してきた世帯となっている。
　震災発生から 10 年を迎える陸前高田市では。国営の追悼・祈念施設である高田松原津波復興祈








写真１　最後の仮設住宅となった滝の里団地 写真２　滝の里仮設住宅団地の区長 A 氏への
インタビュー風景（2020 年 8 月）
３．仮設住宅の変遷の時期区分と各ステージの特徴
　図１は、陸前高田市の仮設住宅における被災世帯の居住戸数の変遷を示したものである。2011
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いている。
　この図によると、仮設住宅に居住する被災世帯数が減少していったステージが、3 回あることが
わかる。一度目は、2014 年から 15 年にかけてである。二度目は、2016 年から 2017 年にかけてで
ある。さらに、三度目は、2017 年から 2018 年にかけてである。
　これらの変化と、陸前高田市における復興や仮設住宅に関する施策の状況などから、陸前高田市
における仮設住宅と被災者の暮らしの変遷を、以下の 4 つのステージに区分する。
　第Ⅰ期は、「仮設住宅への移転・居住初期」であり、時期としては、2011 年 5 月頃から 2011 年
12 月末頃までの期間である。
　第Ⅱ期は、「居住中期」であり、2012 年 1 月頃から 2014 年 9 月末頃までの期間である。
　第Ⅲ期は、「居住後期（仮設住宅の収縮期）」であり、2014 年 10 月頃から 2017 年 3 月末頃まで
の期間である。
　第Ⅳ期は、「居住終了期（仮設住宅の集約・解体期）」であり、2017 年 4 月頃から仮設住宅が、
すべて撤去され居住者がいなくなるとされる 2021 年 3 月末までの期間である。
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居住 10 年目を迎えた岩手県陸前高田市仮設住宅における被災者の暮らし（最終報告） 
１）第Ⅰ期　仮設住宅への移転・居住初期







　陸前高田市は、政府の方針に従って、復興計画素案を作成し、地区別説明会を 10 月中旬から 11


















　　　　　　（2014 年 10 月頃～ 2017 年 3 月末頃までの時期）
　このステージは、仮設住宅における居住が 4 年を過ぎた 2014 年 10 月から震災発生から 6 年を経
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た 2017 年 3 月末頃までの約 2 年半余りの期間であり、陸前高田市における復興事業が本格化した









　その結果、仮設住宅に居住する被災世帯は、2014 年 8 月現在の 1,898 世帯から、2015 年 8 月には、















　また、震災から 7 年から 8 年目頃までに、壊滅的な被害にあった高田町や気仙町今泉地区におけ
る大規模な高台やかさあげ工事がほぼ完成するものの、住宅施工業者による工事の遅れや順番待ち
などにより、住宅の完成が遅れ、仮設住宅からの移転が停滞する状況が生じる。この時期仮設住宅
の数は、年々減少するものの、最後の 2021 年 3 月末滝の里団地からの移転まで、ロングテール的
103－－
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な状態として存続することとなる。
　仮設住宅によっては、仮設住宅の撤去・集約化の年限を延長せざるを得ない状況が生じる。その
結果、陸前高田市における仮設住宅からの完全な移転は、震災発生から 10 年を経た 2021 年 3 月末
に、最後の仮設住宅である竹駒町滝の里団地からの移転によってようやく完了することとなる。
　陸前高田市における 2020 年 12 月 31 日現在の人口は、18,635 人であり、震災前の 2011 年 2 月現






































































期化した。今泉地区の標高 125m の愛宕山を海抜 45m まで切り崩す工事が難航したこともあるが、
復興土地区画整理事業の区域が東日本大震災で最大であったことが響いた。
　本研究チームは、陸前高田市の仮設住宅に暮らす被災者に寄り添い、自治会長インタビューに加
え、居住者アンケートを数回実施してきた。居住 3 年目の 2013 年 8 月に実施したアンケートでは、
「仮設住宅では死にたくない」「5 年間は覚悟しないとならないのか」と言い、市の復興に関する情
報提供と協議は不充分だと答えた回答者が 7 割を超えていた。居住 6 年目になっても、情報提供と
協議は不充分だという不満は強く残っていた。地区全体が土地区画整理事業の対象になった今泉地
区に戻って住宅を再建する予定の居住者にその傾向が強く、情報提供は 59%、住民参加は 66％が




総合研究機構建築研究本部 , 調査報告 No.401,2019 年 3 月
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住宅再建の遅れに対し、正直な思いを吐露する自治会長が少なくなかった。
　ところで、鈴木大隆らは、陸前高田市の建築計画概要書に基づき、2011 年 4 月から 2017 年 3 月





































が最も多く、10 地区 /21 地区と半分近くを占めた。一方、陸前高田市は、通り抜け道路新設型が
最も多く、14 地区 /28 地区と半数を占め、既存道路活用型は 2 地区のみだった。
　大船渡市と陸前高田市の移転宅地整備タイプごとに 1 戸あたりの事業費の平均を見ると、既存道
路活用型は、大船渡市が 15.4 百万円 / 戸で、陸前高田市が 13.5 百万円 / 戸であった。一方、通り
抜け道路新設型は、大船渡市が 32.2 百万円 / 戸に対し、陸前高田市は 38.2 百万円 / 戸と 6 百万円
高く、行き止まり道路新設型は、大船渡市が 13.1 百万円 / 戸に対し、陸前高田市は 43.5 百万円 /
戸と、30.4 百万円も高かった。全体平均を見ると、大船渡市の防災集団移転促進事業は 23.5 百万
円に対し、陸前高田市は 38 百万円と、15.5 百万円も高かった。なお、ここには図３に示す通り、






建築学会大会（北陸）学術講演梗概集 , 2019 年 9 月
図２　大船渡市と大槌町と陸前高田市に見られた「差し込み型」の集団移転（作成：関口裕也）
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百万円 / 戸という突出した金額になっていることに留意する必要がある5。














口密度を「40 人 /ha 以上」にするという震災復興土地区画整理事業の条件を満たすため、中田地
区の防災集団移転促進事業が組み込まれた。結果的に、移転先の購入価格は移転元（被災者の従前




















東）学術講演梗概集 , 2020 年 9 月
図４　岩手県沿岸南部市町村における災害公営住宅の分布図（作成：原田拓海）
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させた。しかし、2019 年末時点の平均入居率は、他市町村よりも 10 ポイント以上低く 82.5% にと






　陸前高田市は、2012 年 6 月に「陸前高田市公営住宅供給基本方針」を策定し、市内の全 1,000 戸
の供給計画を定めた。その戸数の計算の根拠にしたのが、2011 年 12 月から 2012 年 2 月に陸前高
田市復興対策局が実施した「土地区画整理事業・防災集団移転促進事業　意向確認調査」（2012 年
3 月 23 日集計）の結果から災害公営住宅入居希望者率 18.8% を割り出し、それに被災世帯数 3,842
世帯を乗じて 750 世帯と試算した。それに自立再建希望世帯の時限入居分（退去後は老朽公営住宅




ることは、復興交付金の使途として疑義があるが、問題はこの数字の見直しが 3 年後の 2015 年度
中頃に行われた 1 回のみだったことである。しかもその間に実施された入居意向の把握は、2013
年 10 月の災害公営住宅入居仮申し込みと 2015 年 5 ～ 6 月に実施した住宅再建に関する意向調査、
それに2012年10～11月に実施した高田・今泉の両地区対象の住宅等移転意向調査の3回だけであっ
た。大船渡市では計画策定後に意向調査を 8 回実施し、供給計画戸数を 3 回見直した。釜石市と大
表１　岩手県沿岸市町村における災害公営住宅の完成年度と入居率（2019 年 12 月）
 






 陸前高田市は、2012 年 6 月に「陸前 田市公営 供給基本方針」を策定し、市内
の全 1,000 戸の供給計画を定めた。その戸数の計算の根拠にしたのが、2011 年 12 月か
ら 2012 年 2 月に陸前高田市復興対策局が実施した「土地区画整理事業・防災集団移転
促進事業 意向確認調査」（2012 年 3 月 23 日集計）の結果から災害公営住宅入居希望
者率 18.8%を割り出し、それに被災世帯数 3,842 世帯を乗じて 750 世帯と試算した。そ
れに自立再建希望世帯の時限入居分（退去後は老朽公営住宅からの転居を受け入れ）と





が 3 年後の 2015 年度中頃に行われた１回のみだったことである。しかもその間に実施
された入居意向の把握は、2013 年 10 月の災害公営住宅入居仮申し込みと 2015 年 5〜6
月に実施した住宅再建に関する意向調査、それに 2012 年 10〜11 月に実施した高田・今
泉の両地区対象の住宅等移転意向調査の３回だけであった。大船渡市では計画策定後に
意向調査を 8 回実施し、供給計画戸数を 3回見直した。釜石市と大槌町もそれぞれ意向




た意向調査のほかに、災害公営住宅を担当した住宅公園課が 2012 年 4〜5月に自ら調査
111－－
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災害公営住宅を担当した住宅公園課が 2012 年 4 ～ 5 月に自ら調査を実施した。潜在的に入居が予
想される世帯に対しては、応急仮設住宅支援協議会が住民へ直接入居希望などを把握した。800 戸
の計画戸数を定めた翌年度も住まいに関する意向調査を行い、災害公営住宅の入居仮申し込みを通































移転促進事業を含む）であった。その数字は女川町（772 億円）、東松島市（806 億円）の 2 倍であっ
た。単位面積当たりの事業費は今泉地区が約 7.4 億円 /ha であり、女川中心部地区の約 3.1 億円 /
ha の 2 倍を超えていた。東松島市の野蒜北部地区も山を崩して土砂を運搬するのに仮設のベルト
コンベアを設置して注目を集めたが、単位面積当たりの事業費は女川中心部地区と同じ約 4.1 億円
/ha で、今泉地区はその 1.8 倍であった（図５・表２）。
　注目すべきは、その事業期間（清算期間を除く）の長さである。女川中央部地区は 6 年間、野蒜


































高田 186.1 72,244,891 388,205 353 21.0 17.2
今泉 112.4 83,318,441 741,267 181 28.5 23.4
合計 298.5 155,563,332 521,150 534 23.1 19.5




中心部 198.0 61,638,930 311,308 754 57.3 48.9
宮ケ崎 14.0 7,240,453 517,175 81 90.2 88.2
荒立 4.0 1,411,000 352,750 46 90.2 90.2
陸上競技場跡地 2.5 47,762 19,105 200 100.0 100.0
合計 218.5 70,338,145 321,914 1,081 65.3 59.2





野蒜北部丘陵 92.8 37,796,291 407,288 404 90.2 90.0
東矢本 21.9 3,707,408 169,288 578 99.7 99.5
大曲浜 42.7 6,041,000 141,475 0
合計 157.4 47,544,699 302,063 982 95.5 94.2





志津川 60.0 11,284,410 188,074 0
防集団地 55.9 14,064,845 251,607 786 92.1 88.5
合計 115.9 25,349,255 218,717 786 92.1 88.5
7
白木彩夏・山本俊哉「東日本大震災における大規模土地区画整理事業に関する考察」日本建築学会大会（北陸）学
術講演梗概集 , 2019 年 9 月
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支援した都市計画コンサルタントの末祐介によると、土地区画整理事業を広域にすることで、土地
を集約するだけではなく、被災以前からの土地所有者は換地、借地人は町有地を借りられ、早期復






















て、雛壇状に山を削る案をまとめた。その結果、切土量は約半分の 100 万 m3 にとどめ、宅地面積
は約 7 割に減らすことができた。大規模工事であるものの、工期は当初よりも約 3 ヶ月短縮するこ
とができた。
２）東松島市の復興土地区画整理事業の進め方
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３）南三陸町の復興土地区画整理事業の進め方




























人都市再生機構、2012 年 6 月 15 日）のパネルディスカッション　　https://www.ur-net.go.jp/produce/
information/forum007e.html
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た。一方、私たち研究チームが 2011 年 6 月に高田第一中と長部小の避難所と仮設住宅で暮らす合
計 166 世帯を対象に実施した市民意向調査では、回答者の 40% が「すべて高台で生活し、低地を
利用しないまち」を 1 位にあげていた。第 2 位が「以前通りの堤防をつくり、低地には避難路を整
備し、その上で高台に住み、低地で働けるまちをつくる」が 31％で、合計 7 割以上が高台居住を
選択していた。筆者がこの結果を市長に直接説明した時、市長は苦虫を噛み潰して聞いていた。
　ケセンきらめき大学と岩手県中小企業家同友会気仙支部と陸前高田青年会議所を母体とする地元





















中井検裕「津波被災地の都市計画：一都市計画技術者としての報告」自治研究、第 89 巻第 1 号、pp3-19、2013 年
1 月の p10
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市が 2018 年に行った意向調査によれば、利用予定のない土地は 77％（未回答を除く）であり、前
年の同様の調査より 10 ポイント増えた。2019 年 4 月撮影の航空写真をもとに割り出した高田地区
の建築率は 2 割、今泉地区もまだ 2 ～ 3 割にとどまっている。中井委員長は「人口減少も考え、も
う少し規模を小さくすればよかった。これまでがらんとするは予想できなかった」10 と振り返る。
市は 2019 年 1 月から地権者と土地利用希望者をマッチングさせる土地利活用促進バンク制度を創


















毎日新聞 2019 年 9 月 8 日「東日本大震災 8 年半　中心街がらん　陸前高田　利用予定なし 77％」
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研究」北海道立総合研究機構建築研究本部 , 調査報告 No.401, 2019 年 3 月
・山本俊哉「三陸被災地における差し込み型集団移転事業の検証」日本建築学会大会（関東）学術
講演梗概集, 2020 年 9 月
・関口裕也・山本俊哉「大船渡市と陸前高田市の防災集団移転促進事業の移転宅地整備と事業費の
比較検証」日本建築学会大会（北陸）学術講演梗概集, 2019 年 9 月
・原田拓海「岩手県沿岸南部における災害公営住宅の研究プロセスの検証」明治大学大学院博士前
期課程修士論文, 2020 年 2 月
・白木彩夏・山本俊哉「東日本大震災における大規模土地区画整理事業に関する考察」日本建築学
会大会（北陸）学術講演梗概集, 2019 年 9 月
・白木彩夏・山本俊哉「震災復興土地区画整理事業と防災集団移転促進事業の合併施行の検証」日
本建築学会大会（関東）学術講演梗概集, 2020 年 9 月
・田口諒・山本俊哉「女川町復興まちづくりデザイン会議を通したデザイン調整のプロセスと特徴」
日本建築学会大会（北陸）学術講演梗概集, 2019 年 9 月
・中井検裕「津波被災地の都市計画：一都市計画技術者としての報告」自治研究、第 89 巻第 1 号、
pp3-19、2013 年 1 月
・中井検裕「復興計画の主な論点と課題 : 陸前高田から」きたかみ震災復興ステーション、2011 年
11 月 29 日　http://kitakamicity.jp/fukkou/?page_id=740
・宮崎汐里「陸前高田市ではなぜ過大事業が進行し続けるのかー膠着した災害対策スキームと自治
体の政策能力の関係に注目して」2016 年度中央大学大学院法学研究科政治学専攻修士論文、
2017 年 3 月
